
平成２１年度実績評価書要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名: 社会・援護局保護課

政策体系上の位置付け

基本目標 Ⅶ

施策名 生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供すること 利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提

供等を図ること

施策目標 １

生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供する

（Ⅶ－１－１） こと

生活保護制度は、利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用してもなお最低限度の生活を維持できな

施策の概要 い者に対し、その困窮の程度に応じて保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長するこ

とを目的とする。

【評価結果の概要】

【現状分析（施策の必要性）】

生活保護制度は、利用しうる資産、稼働能力、他法他施策などを活用してもなお最低限度の生活を維持でき

ない者に対し、困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、

その自立を助長することを目的とするもので、社会保障制度の最後のセーフティネットとも言われている。

２００８年の世界的な金融危機の影響等による厳しい雇用失業情勢の中、政府は職や住まいを失った方々に

ついて、雇用施策、福祉施策などにより、就職活動や住宅・生活に関する支援を緊急的に実施している。これ

らの施策を活用してもなお生活に困窮する方々に生活を保障するのが生活保護制度である。生活保護受給者は

増加傾向が続いており、２００９年４月の被保護人員は約１６６万人となっている。

急増する生活保護受給者に対しては、必要な保護を行うとともに、生活保護受給者ができる限り就労し、自

立した生活を取り戻せるよう支援することが重要である。特に厳しい雇用失業情勢の中で離職された生活保護

受給者が早期に就労の場を得ることができるよう、ハローワーク等関係機関と連携を図りつつ積極的に自立支

援の取組を進めている。

施策に関する また、生活保護制度が最後のセーフティネットとしての役割を果たし続けるためには、生活保護を受けるべ

評 価 結 果の き者が受け（漏給防止）、受けるべきでない者が受けない（濫給防止）ことも重要であり、そのための取組を進

すべき目標等 める必要がある。

【有効性の観点】

自立支援プログラムは、単に就労による経済的自立を目指すだけでなく、生活保護受給者の抱える多様な課

題を踏まえ、個々の被保護者の状況に応じた自立を早期に支援する仕組みとして、これを受ける生活保護受給

者及びこれを実施する生活保護の実施機関の双方にとって有効なものである。

【効率性の観点】

生活保護受給者への支援については、これまで担当職員個人の努力や経験に依存して行われてきた面がある

が、担当職員の努力により培われた経験や他の実施機関での取組の事例等を自立支援プログラムの内容に反映

させていくことにより、こうした経験等を組織全体として共有することが可能となり、自立支援の組織的対応

や効率的な実施につなげることが可能となった。

【総合的な評価】

自立支援プログラムには、就労による経済的自立のためのプログラムのみならず、日常生活において自立し

た生活を送ることを目指すプログラム、地域社会の一員として充実した生活を送ることを目指すプログラムが

あり、各プログラムの目的・内容が様々であることから、定量的な判断は困難であるが、導入初年である平成

１７年度の参加者２８,０２８人に比べ、平成１８年度の参加者は６０,５５５人、平成１９年度の参加者は７６,

６９５人、平成２０年度の参加者は１０７,５５４人と増えている。また、自立支援プログラムにより就職・増

収した者の数も、平成１８年度は１３,８６５人、平成１９年度は１４,３０８人、平成２０年度は１５,６９３

人と増えていることから、生活保護受給者の自立の助長に資していると認められる。

他方で、「生活保護制度に関する国と地方の協議の取りまとめ」（平成２１年３月２３日）においては、①就

労意欲の十分でない者や、様々な就労阻害要因を抱える者など既存の就労支援で対応しにくいケースの就労支

援の推進、②若齢世代の自立支援を充実させるため、教育部門との連携、支援体制の強化等の総合的な取組等

についての指摘がなされている。これらの課題に対応するため、平成２１年度においては、就労意欲喚起等支

援事業の実施、子どもの健全育成プログラムの策定等に取り組むこととし、生活保護受給者の状況に応じたき

め細かい支援を行うこととしている。

また、就労又は増収した生活保護受給者は増加してきているが、就労による経済的自立のためのプログラム

参加者の伸びと、当該プログラムに参加して就労又は増収した者の伸びを比べると、就労又は増収した者の伸

びの方が小さくなっており、就労支援のより一層の強化が必要である。そのため、就労支援の中心的な担い手



となっている就労支援員の能力の向上、標準化を図るため、平成２１年度においては就労支援員を対象とした

全国研修会を実施することとしている。

【評価結果の分類】

ⅰ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）

ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）

（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討

（ロ）見直しを行わず引き続き実施

（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討

ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）

（理由）

自立支援プログラムは、平成１７年度に開始し、現在着実に実績を上げつつある。生活保護を取り巻く状

況を考慮すると、引き続き自立支援プログラムによる自立支援を推進する必要がある。

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】

施政方針演説等 年 月 日 記 載 事 項 （抜粋）

関係する施政 経済財政改革の基本方 平成19年６月19 ・「『福祉から雇用へ』推進５か年計画」の策定

方針演説等内 針２００７ 日 厚生労働省を中心に、母子家庭、生活保護世帯、障害者等の就労移行

閣の重要政策 について、５年後の具体的目標を平成１９年内に策定する。平成１９

（主なもの） 年度～２１年度を目標実現の集中戦略期間として、就労支援体制の全

国展開、ハローワークを中心としたチーム支援、関係者の意識改革の

ための情報提供・支援のネットワークづくり等を推進する。」

「福祉から雇用へ」推 平成19年12月2 ・「平成１９年度までに生活保護の就労支援プログラムを全自治体で

進５か年計画 6日 策定するとともに、当該プログラムの一環である生活保護受給者等就

労支援事業の支援対象者の就職率を平成２１年度までに、６０％に引

き上げること等により、生活保護の被保護者の就労を推進する。」

施策目標に係る指標

（達成水準／達成時期）

※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

１ 自立支援プログラムの各年度の参 28,208 60,555 76,695 107,554

加者数（単位：人） － 【－】 【216.0％】 【127.0％】 【140.2％】

（前年度以上／毎年度）

２ 自立支援プログラムにより就職・ 13,865 14,308 15,693

増収した者の数（単位：人） － － 【－】 【103.2％】 【109.7％】

（前年度以上／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）

・指標１は、社会・援護局調べによるものであり、自立支援プログラムの導入を推進す

ることとした平成１７年度からのものである。

・指標１は、毎年１２月末現在の数値である。

・指標２は、社会・援護局調べによるものであり、平成１８年度からのものである。

・指標２は、毎年１２月末現在の数値である。

※「自立支援プログラム」とは、保護の実施機関が管内の生活保護受給者世帯全体の状

況を把握した上で、生活保護受給者の状況や自立阻害要因について類型化を図り、そ

れぞれの類型ごとに取り組むべき自立支援の具体的内容及び実施手順を定め、これに

基づき個々の生活保護受給者に必要な支援を組織的に実施するものである。


